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球磨川漁協代理人竹中潮弁護士より出された平成14年７月24日付け意見書に対し、反論書を提出いたします。
　　 「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

球磨川漁協代理人竹中潮弁護士の意見書に対する反論書
平成14年７月24日、球磨川漁協代理人竹中潮弁護士より意見書（以下、竹中意見書２）が提出されたが、私の見解についての批判が含まれているので、以下、反論を加えることとする。

１．「漁業法の哲学」は実定法に関わる

　竹中意見書２は、「実定法としての漁業法に共同漁業権を漁協に免許すると規定してある以上、法制史的観点、法哲学的観点に踏み込んで論議する必要はなく、共同漁業権が漁協の権利であることは明らか」である旨述べる。

しかし、竹中氏は、14条（共同漁業権は漁協に免許される）のみに着目して、「共同漁業権が漁協の権利であることは明らか」としているが、実定法上の規定を重視するのであれば、14条のみに着目せず、８条（関係組合員が共同漁業を営む）にも着目し、14条と８条とを統一的に説明しなければならないはずである。

14条と８条の統一的説明は、「共同漁業権が漁協の権利」であるとする社員権説では不可能であり、「漁業法の哲学」によってしか説明できない。したがって、「漁業法の哲学」は、法制史的観点、法哲学的観点のみならず、まさに実定法上の規定に関わっているのである。

社員権説では、14条と８条の統一的説明のみならず、漁業法の多くの条文を説明できない。そのことは、４月２日付け条文説明要求書10項目を国土交通省が全く説明できないことから明らかである。

竹中氏は、「実定法としての漁業法の解釈として、どちらが正しいかという観点からは、……熊本教授の解釈には同意できかねるところであり、ことさらに哲学的観点、歴史的観点を強調することは、却って誤った法律解釈に陥ることとなる場合もあることを指摘して置きたい」と述べるが、私が最も重視しているのは、実定法上の規定であり、そのことは何より条文説明要求書を提出していることに示されている。

竹中氏が、実定法上の規定を重視されるのであれば、条文説明要求書に答えるべきであり、答えないまま「実定法上の規定を重視する」などと言うのは、自己矛盾であり、言行不一致である。

２．個別的反論についての反論

(1) 竹中氏は、「『なぜ漁業権行使権が関係組合員に限定されるのかという点について当職の見解では説明できない』とのご批判であるが、この点は、組合が有する漁業権をどの範囲の組合員に行使させるべきかは、法令の定める範囲内で組合が決定できることから導かれる結論であり、当職の見解と何ら矛盾しないと考える」と述べる。

　しかし、ここでも、漁業法８条を歪曲し、漁業権行使規則による資格限定を「組合が決定できる」としている。８条によれば、漁業権行使規則による資格限定は、組合ではなく関係組合員集団が行う。関係組合員集団による資格限定は、社員権説では説明不可能である。だからこそ、国土交通省や山畠正男氏と同様、竹中氏も「組合が決定する」と条文を歪曲せざるを得ないのである。

(2) 竹中氏は、「『なぜ員外漁民が共同漁業権を営めるのかという点について、当職の見解では説明できない』とのご批判であるが、前回意見書でも述べた通り、員外漁民が営むことができるのは、組合が有する漁業権にもとづく行使権自体ではなく、漁業権の範囲に属する漁業を、漁業権と関係なく営むことができるに過ぎず、批判の前提が誤っている（共同漁業権は物権とはされるが、その意味で完全な排他性を有するものではない）」と述べる。

　しかし、もしもあらゆる員外漁民が共同漁業を営めるのであれば、国民の誰もが営めることになり、共同漁業権が物権的権利であるとはとうてい言えないことになる。共同漁業を営める員外漁民は、漁業法14条11項に示されているように、「員外漁民一般」ではなく、「関係地区に住む員外漁民」である。そのことを竹中氏は全く理解していないし、竹中氏の見解(あらゆる員外漁民が共同漁業を営める)に基づいて、「関係地区に住む員外漁民」のみが共同漁業を営める事実を説明することは不可能である。

　すなわち、ここでも、竹中氏は、国土交通省と同様、条文から「関係地区に住所を有する」を省いて、ごまかしている。ごまかさなければ条文を説明できないからである。

(3) 竹中氏は、「『漁業権行使権を侵害したらなぜ刑罰を受けるか説明できない』とのご批判であるが、例え組合に対する請求権としての行使権であっても、故無く他者に侵害されてはならないという意味では厳然たる権利であり、権利侵害に対し罰則を設けるのは十分な理由があり、当職の見解と何ら矛盾するものではない」と述べる。

  しかし、法人に対する請求権にすぎない社員権の侵害に対して、国家社会の法秩序を乱したことを意味する刑罰が科せられるとはとうてい考えられない。竹中氏の見解に従えば、あらゆる権利に刑罰が設けられることになってしまうが、現に、物権である入会権や物権的権利である水利権や温泉権は、社員権よりもはるかに強力であるにもかかわらず、その侵害に対して刑罰が科せられることはない。

　竹中氏は、また、「なお付言すれば、漁業法第143条において、『漁業権又は漁業協同組合の組合員の漁業を営む権利を侵害した者は』と規定してあるところからも、漁業法が、組合員の漁業権行使権を漁業権自体とは別者として定めていることの証拠となる（仮に同一のものとすれば、『組合員の有する漁業権の行使を妨げたものは、…』という旨の表現になるはずである）」と述べるが、これも漁業権に共同漁業権・定置漁業権・区画漁業権の三種があることを理解していない主張である。漁業法第143条「漁業権又は漁業協同組合の組合員の漁業を営む権利を侵害した者は…」の「漁業権」とは、漁協自営の定置漁業権など経営者免許漁業権(免許を受けた者自らが漁業を営む漁業権)を意味しており、いわゆる組合管理漁業権(免許を受けた者と漁業を営む者とが分離している漁業権)は含まれていない。組合管理漁業権の場合には、漁業を営む権利を持つ関係組合員こそが、143条に基づき、侵害者を告訴できるのである。また、漁業法が漁業行使権を漁業権とは別ものとして定めていることは、何も143条を持ち出さなくても、14条と８条から明らかであり、「漁業法の哲学」に基づいても当然のことである。

(4)　竹中氏は、「漁業法14条11項が、昭和24年漁業法の段階から規定があった旨のご指摘はその通りであったので、ご指摘に従い訂正することとする。但し、同法条が昭和24年の立法で定められたか、昭和37年法改正で定められたかに係わらず、同法条の趣旨が、漁業権を組合に免許し、行使権を組合員に認めた代替措置として、法律が員外漁民に認めたものであるとの解釈を変更する必要はない」と述べる。

　しかし、竹中氏は、６月21日付け意見書において、14条11項「員外者の保護」は「昭和37年の漁業法改正を契機として漁業権の入会権的性格を払拭したことから、その代替措置として定められた規定」と述べていたのであり、「漁業権を組合に免許し、行使権を組合員に認めた代替措置」とは述べていたのでは決してない。然るに、14条11項と同旨の規定が昭和24年漁業法の段階からあった旨指摘されると、従来から「漁業権を組合に免許し、行使権を組合員に認めた代替措置」との主張であったかのように述べるのは、主張のすり替え、ごまかしであり、決してフェアーな態度ではない。

　「漁業権を組合に免許し、行使権を組合員に認めた代替措置」との解釈にしても、行使権を組合員に認めた代替措置として、何故員外者一般(前述のように、竹中氏は14条11項の員外者を「員外者一般」と誤解している)に共同漁業を営めることを認めなければならないのか、根拠も論理も不明である。竹中氏は、そもそも14条11項の員外者を「員外者一般」と誤解しているので、14条11項の正しい解釈などできるはずがないのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

